
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数 ： 大規模企業の集中等により類似団体平均より上回る税収があるため、０．９１となっているが、平
　　　　　　　　　　成７年度（１．０４）をピークに年々低下している。第３次行政改革を「さらなる改革」として平成２１
　　　　　　　　　　年度まで延長し行政改革に取り組む。
経常収支比率 ： 新規採用の抑制による職員数の減のほか、第3次行政改革に基づく事務事業を見直したこと
　　　　　　　　　　等により、８８．８％とほぼ類似団体平均と同じになっている。人件費に係るものが３５．８％と比
　　　　　　　　　　較的高い水準にあるため、給与の適正化、定員適正化計画の推進を図るなど「さらなる改革」
　　　　　　　　　　への取組を通じて義務的経費の削減に努める。
起債制限比率 ： 普通建設事業費に係る起債の償還に伴い前年度に比べ公債費が約4億円増加したものの、
　　　　　　　　　　類似団体平均をやや上回った９．７％となっている。今後控えている大規模な事業計画の整理・
　　　　　　　　　　縮小を図り、起債に大きく頼ることのない財政運営に努める。
人口１人当たり ： 近年大規模事業が少なかったため、人口１人当たり地方債現在高は現在のところ類似団体
地方債現在高　平均とほぼ同じ約３５万円となっている。人件費をはじめ義務的な経費の削減を中心とする行
　　　　　　　　　　政改革を強力に進めるとともに、新規発行債の抑制を行い、財政の健全化に努める。
ラスパイレス指数 ： 平成１５年度から平成１７年度まで実施している職員の給料カット（平均３％）により類似団
　　　　　　　　　　体平均よりやや下回った９８．８となっている。平成１８年度以降は、人事院勧告に基づく給与構
　　　　　　　　　　造改革の実施に伴い給与水準の適正化を図る。
人口１，０００人 ： 行革集中期間（平成１５～１７年度）に行った新規採用凍結により、平成１５・１６年度の２年間
当たり職員数   で職員数は４７人（５．５％）の減となっている。平成１７年度において定員適正化計画をさらに見
                       直し、今後５年間（平成１７～２１年度）で８８人（１０．８％）の削減を目標としている。


